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平成17年３月期 (第３期) 個別中間財務諸表の概要

上 場 会 社 名       ＪＦＥホールディングス株式会社     上場取引所　　    東 大 名

コード番号　　5411           本社所在都道府県　東京都

（URＬ　ｈｔｔｐ：//www.ｊｆｅ-holdings.co.jp/）

代表者　　　　　役職名　代表取締役社長　　　　　　　氏名　下垣内　洋　一

問合せ先責任者　役職名　総務・法務部門　広報担当　　氏名　今　井　賢一郎　　TEL(03)3217-4030

中間決算取締役会開催日　　平成16年11月17日 中間配当制度の有無　　有

単元株制度採用の有無　有(１単元 100株)

１．16年９月中間期の業績(平成16年４月１日～平成16年９月30日)

（1）経営成績

16年９月中間期 3,468 △ 87.1 448 △ 98.1 437 △ 98.2

15年９月中間期 26,857 － 24,156 － 24,152 －

16年３月期 30,383 24,116 24,097

16年９月中間期 273 △ 98.9 0.47

15年９月中間期 23,976 － 41.76

16年３月期 24,842 43.03

（2）配当状況

16年９月中間期 0.00 －

15年９月中間期 0.00 －

16年３月期 － 30.00

（3）財政状態

16年９月中間期 1,309,390 834,813 63.8 1,424.01

15年９月中間期 1,077,300 815,279 75.7 1,420.18

16年３月期 1,104,955 852,628 77.2 1,453.96

２. 17年３月期の業績予想(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

　
期 末

百万円 百万円 百万円 百万円 　円　銭 　円　銭

通　　期 37,000 30,000 30,000 30,000 － －
（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)　51円 17銭 

1株当たり年間配当金

（注）①１株当たりの年間配当金は未定であるため記載しておりません。

　　　②上記の予想に関する事項は、添付資料の９ページをご参照下さい。

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

　　　②期末自己株式数　　16年９月中間期      993,346株　15年９月中間期      667,129株　16年３月期      815,313株

　　　　 　円　 銭 　　　　 　円　 銭

１株当たり株主資本

（注）①期末発行済株式数　16年９月中間期  586,241,932株　15年９月中間期  574,065,922株　16年３月期  586,419,965株

　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　   ％

　　　　　　百万円　　　 ％ 　　　　　　百万円　　　 ％ 　　　　　　百万円　　　 ％

　　　　　　百万円　　　 ％

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

平成16年11月17日

　　　　 　円　 銭

営　業　収　益 営　業　利　益 経　常　利　益

　　　　 　円　 銭

（注）①期中平均株式数　　16年９月中間期  586,349,102株　15年９月中間期  574,123,123株　16年３月期  577,384,229株

中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益

総    資    産 株  主  資　本  株主資本比率

　　　②会計処理の方法の変更　有

　　　③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

－26－
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１．中間損益計算書 

 
科      目 

前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年4月１日至 平成15年9月30日) 

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成16年4月１日至 平成16年9月30日) 
増  減 

 

前 事 業 年 度         

(自 平成15年4月１日至 平成16年3月31日) 

(経常損益の部) 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  百万円 ％ 

 受 取 配 当 金 24,000  －  △  24,000  24,000  

 金 融 収 益 346  1,046  700  1,379  

 経 営 管 理 料 2,510  2,422  △      88  5,004  

営 業 収 益 26,857 100.0 3,468 100.0 △  23,389  30,383 100.0 

 金 融 費 用 △      487  △      862  △     375  △    1,705  

 一 般 管 理 費 △    2,213  △    2,157  56  △    4,561  

営 業 費 用 △    2,700  △    3,020  △     320  △    6,267  

営

業

損

益

の

部 

営 業 利 益 24,156 89.9 448 12.9 △  23,708  24,116 79.4 

営 業 外 収 益 11  4  △       7  11  

営 業 外 費 用 △       15  △       15  －  △       30  

営

業

外

損

益

の

部 

営 業 外 損 益 △        3  △       10  △       7  △       18  

経 常 利 益 24,152 89.9 437 12.6 △  23,715  24,097 79.3 

（特別損益の部）         

 関係会社株式及び出資金売却益 －  －  －  29  

特 別 利 益 －  －  －  29  

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 24,152 89.9 437 12.6 △  23,715  24,127 79.4 

法 人税、住民税及び事業税 △      228  327  555  △        8  

法 人 税 等 調 整 額 52  △      491  △     543  723  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 23,976 89.3 273 7.9 △  23,703  24,842 81.8 

前 期 繰 越 利 益 3,742  10,991  7,249  3,742  

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 27,719  11,265  △  16,454  28,584  
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２．中間貸借対照表 

科    目 平成16年3月末 平成16年9月末 増  減 平成15年9月末 科    目 平成16年3月末 平成16年9月末 増  減 平成15年9月末 

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円 百万円 （ 負 債 の 部 ） 百万円 百万円 百万円 百万円 

流 動 資 産 152,427 238,570 86,143 206,797 流 動 負 債 2,326 122,240 119,914 112,020 

 現 金 及 び 預 金 14,981 1,212 △ 13,769 1,723  コマーシャル・ペーパー － 79,000 79,000 110,000 

 営 業 未 収 入 金 572 439 △    133 316  そ の 他 2,326 43,240 40,914 2,020 

 短 期 貸 付 金 131,190 194,570 63,380 199,811 固 定 負 債 250,000 352,336 102,336 150,000 

 そ の 他 5,682 42,347 36,665 4,946  社 債 90,000 90,000 － 20,000 

固 定 資 産 952,437 1,070,745 118,308 870,397  新株予約権付社債 － 100,000 100,000 － 

有形固定資産 107 96 △     11 113  長 期 借 入 金 160,000 160,000 － 130,000 

 無形固定資産 122 115 △      7 124  社 債 発 行 差 金 － 2,336 2,336 － 

投資その他の資産 952,208 1,070,532 118,324 870,160 負 債 合 計 252,326 474,576 222,250 262,020 

 関係会社株式及び出資金 824,445 824,445 － 788,607 （ 資 本 の 部 ）     

 長 期 貸 付 金 127,542 246,042 118,500 81,542 資 本 金 100,000 100,000 － 100,000 

 そ の 他 220 45 △    175 10 資 本 剰 余 金 725,537 725,554 16 688,637 

繰 延 資 産 90 75 △     15 105  資 本 準 備 金 725,458 725,458 － 688,574 

     その他資本剰余金 79 95 16 63 

    利 益 剰 余 金 28,584 11,265 △ 17,319 27,719 

     中間(当期)未処分利益 28,584 11,265 △ 17,319 27,719 

    自 己 株 式 △   1,493 △   2,006 △    513 △   1,076 

 

    資 本 合 計 852,628 834,813 △ 17,815 815,279 

資 産 合 計 1,104,955 1,309,390 204,435 1,077,300 負 債 及 び 資 本 合 計 1,104,955 1,309,390 204,435 1,077,300 

 

〔中間財務諸表作成の基本となる重要な事項等〕 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産は、建物は定額法、その他は定率法、また無形固定資産は定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

３．繰延資産の処理方法 

創立費は、毎期均等額(５年)を費用処理する方法によっております。社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

４．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

５．有形固定資産の減価償却累計額 

(平成16年3月末) 26百万円 (平成16年9月末) 36百万円 (平成15年9月末) 13百万円 

６．当中間会計期間より連結納税制度を適用しております。 

７．金額は表示単位未満を切り捨てております。 
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〔中間財務諸表作成の基本となる重要な事項等の変更〕 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準指針第６号 平成15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当中間会計期間から同会計基準および同適用指針を適用しております。これによる税引前中間純利益に与え

る影響はありません。 
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